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バイオマスエネルギーの現状および
地域自立システム化NEDO事業の取り組みと

今後について

（国研）新エネルギー・産業技術総合開発機構
新エネルギー部 バイオマスグループ

浅野 浩幸
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バイオマスコミュニティによる地域循環共生圏の創造
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イノベーション・アクセラレーターとしてのNEDOの役割

NEDOについて
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機構概要

NEDOについて
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（2020年４月１日現在）



持続可能な社会を実現する３つの社会システム
3 Essential Social Systems  for Sustainable Society
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持続可能な社会実現のためには、
以下の3つの社会システムを、
継続的に発展していくことが不可欠です。
これをNEDOは「持続可能な社会を実現する
3つの社会システム」と定義、「ESSマーク」
としてシンボルマーク化し、広く皆様と共に
取り組みを推進していきます。

１．サーキュラーエコノミー
（地球の象徴であるブルーで表現）

２．バイオエコノミー
（生物の象徴であるグリーンで表現）

３．持続可能なエネルギー
（エネルギーの象徴であるオレンジで表現）

ESSマーク

NEDOについて
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■バイオマスとは、「再生可能な、生物由来の有機性資源で化石資源を除いたもの」。
■原料として使用するバイオマス資源、エネルギーの利用形態（電力、熱、輸送燃料など）、

そしてそれらを結びつけるエネルギー変換技術で構成される。
また、変換を経ず、直接燃焼による発電、熱利用も行われている。

■バイオマスの利用方法は、製材等に用いるマテリアル利用とエネルギー利用に大別。
まずマテリアルとして利用し、最終的にはエネルギー利用するというカスケード利用を
行うことで資源の有効活用が可能。また、用途に応じて輸送燃料等の液体燃料への変換も可能。

■エネルギー利用として燃焼させるとCO2が発生するが、これは成長過程で大気中から吸収した
CO2であり（カーボンニュートラル）、再生可能エネルギーのひとつとして位置づけられている。

バイオマスとは

原料調達 変換技術 利用形態× ×
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エネルギーセキュリティー
・日本のエネルギー自給率はわずか11.8％
（2018年度）
・化石燃料は限りのある資源

環境対策

・温室効果ガス（GHG）の削減

第五次エネルギー基本計画
出典：資源エネルギー庁の資料を元に作成

新エネルギー導入の意義

バイオマス発電 バイオマス熱利用

バイオマス燃料製造

・再生可能エネルギーは主力電源化していくものと位置づけ

・バイオマス発電は、安定的に発電を行うことが可能となりうる、
地域活性化にも資するエネルギー源

・木質バイオマス発電及び熱利用については、地域分散型、
地産地消型のエネルギー源としての役割 8



ＮＥＤＯにおけるバイオマスエネルギー分野に関する
取組の全体像

バイオエタノール 生産システム開発 実証

「バイオ燃料製造の
有用要素技術開発」
（FY2013-2016）

FY2019 FY2020

「バイオマスエネルギーの
地域自立システム化実証事業」

（FY2014-FY2020）

「戦略的次世代バイオマスエネル
ギー利用技術開発」
（FY2010-FY2016）

＜次世代技術＞＜実用化技術＞

「セルロース系
エタノール革
新的生産シス
テム開発」
（FY2009-013）

「バイオマスエネルギー等
高効率転換技術開発」（FY2004-2012）

基盤的技術開発

次世代バイオ燃料技術開発

「セルロース系エタノール
生産システム総合開発実証」
（FY2014-2019）

FY2030

商業化

商業化

「バイオジェット燃料生産技
術開発」
（FY2017-FY2024）

FY2015

「バイオマス等未活用
エネルギー実証試験事業」
（FY2002-FY2009）

「バイオマスエネルギー
地域システム化実験事業」
（FY2005-FY2009）

「地域バイオマス熱利用フィー
ルドテスト事業」 （FY2006-
FY2010）

FY2010FY2005

「バイオマスエネルギー等高効率転換技術開発／バイオマス
エネルギー転換要素技術開発」（FY2004-FY2011）

輸
送
燃
料
代
替

シ
ス
テ
ム
開
発
・実
証
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世界の再生可能エネルギーの導入状況（発電設備容量）

2015年に、発電設備容量（ストック）ベースではじめて再エネ＞石炭。

その後も、発電設備容量（ストック）、年間導入量（フロー）ともに、着実に増加している。
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（出典）資源エネルギー庁調べ

発電電力量に占める再生可能エネルギー比率の比較

欧州主要国の再エネ発電比率は、30%前後に到達

日本の再エネ電源比率は、２０１７年時点では１６．０％
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再生可能エネルギー政策全体の動向

出典： 総合エネルギー統計より資源エネルギー庁作成
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再生可能エネルギー政策全体の動向

出典： IEA データベースより資源エネルギー庁作成



バイオマスに係る政府計画

エネルギー利用に関しても、固定価格買取制度を活用した売電の取組に偏り、地域内で循環利用する取組
や熱利用などが十分に進んでいるとは言いがたい。
このようなことが生じている背景には、取組における経済性の確保が課題となっていることに加え、売電
の取組以外に地域が主体となる持続的な事業のモデルが確立していないことが問題であると考えられる。

「新たなバイオマス活用推進基本計画」（2016年9月 閣議決定）

未利用材による木質バイオマスをはじめとしたバイオマス発電は、安定的に発電を行うことが可能
となりうる、地域活性化にも資するエネルギー源である。特に木質バイオマス発電及び熱利用につい
ては、我が国の貴重な森林を整備し、林業を活性化する役割を担うことに加え、地域分散型、地産地
消型のエネルギー源としての役割を果たすものである。一方、木質や廃棄物などの材料や形態がさま
ざまであり、コスト等の課題を抱えることから、既存の利用形態との競合の調整、原材料の安定供給
の確保等を踏まえ、分散型エネルギーシステムの中の位置づけも勘案しつつ、森林・林業背作などの
各種支援策を総動員して導入の拡大を図っていくことが期待される。

第5次エネルギー基本計画（2018年７月 閣議決定）
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「政策的な重要性」

バイオマスを含む再生可能エネルギーの導入は、エネルギーセキュリティーの
向上及び地球温暖化の防止の観点から、政府が主導して取り組むべき課題の
一つとして位置付けられている。



２０３０年に向けた対応
~エネルギーミックスの確実な実現~

〇再生可能エネルギー
・主力電源化への布石
・低コスト化,系統制約の克服,
火力調整力の確保

〇原子力
・依存度を可能な限り低減
・不断の安全性向上と再稼働

〇化石燃料
・化石燃料等の自主開発の促進
・高効率な火力発電の有効活用
・災害リスク等への対応強化

〇省エネ
・徹底的な省エネの継続
・省エネ法と支援策の一体実施

〇水素/蓄電/分散型ｴﾈﾙｷﾞｰの推進

（２）地域との共生を図りつつ緩やかに自立化に向か
う地熱・水力・バイオマスの主力電源化に向けた取組

バイオマス発電は、燃料費が大半を占める発電コ
ストの低減や燃料の安定調達と持続可能性の確保な
どといった課題が存在する。こうした課題を克服し、
地域での農林業等と合わせた多面的な推進を目指し
ていくことが期待される。

このため、大きな可能性を有する未利用材の安定
的・効率的な供給による木質バイオマス発電及び熱
利用等について、循環型経済の実現にも資する森林
資源の有効活用・林業の活性化のための森林・林業
施策や農山漁村再生可能エネルギー法等を通じて
積極的に推進し、農林漁業の健全な発展と調和のと
れた再生可能エネルギーの導入を推し進めていく。さ
らに、家畜排せつ物、下水汚泥、食品廃棄物などの
バイオマスの利用や、耕作放棄地等を活用した燃料
作物バイオマスの導入を進める。

大規模なバイオマス発電を中心に、競争を通じてコ
スト低減が見込まれるものについては、安定的かつ
持続可能な燃料調達を前提に、ＦＩＴ制度に基づく入
札制を通じて、コスト効率的な導入を促す。

再エネ比率２２～２４％

（出典）資源エネルギー庁 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会資料

エネルギー基本計画（平成３０年７月閣議決定）
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エネルギーミックスにおけるバイオマス発電の位置付け
（第5次エネルギー基本計画の概要）

2030年度の電源構成（エネルギーミックス）

出典：資源エネルギー庁

●第５次エネルギー基本計画において、低炭素の国産エネルギー源として、
再生可能エネルギーは主力電源化していくものと位置付けられた

● 2030年度の電源構成（エネルギーミックス）のうち、「再エネ」は
22～24%の見通し、「バイオマス」は3.7~4.6％を担う



主力電源たる再生可能エネルギー将来像（イメージ）

出典：資源エネルギー庁
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出典：資源エネルギー庁

設備導入量（運転を開始したもの）

固定価格買取制度導入後
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認定量の増加 ●買取費用総額3.6兆円（2019）

FIT制度が抱える課題（国民負担の増大）
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バイオマス発電のうち、輸入材を中心とする一般木材等・バイオマス液体燃料区
分について、2016年度・2017年度の間に、FIT認定量が急増した。
（2015年度末時点：295万kW ⇒ 2017年度末時点：780万kW）
急増した認定量のうち、燃料別では出力ベースで約２割強がパーム油案件。
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一般木材等・バイオマス液体

燃料

未利用材、建設資材廃棄物

一般廃棄物その他バイオマ

ス、メタン発酵ガス

2017年度末
（2018.3）

2030年度
（ミックス）

2015年度末
（2016.3）

602万～
728万kW

1,071万kW

601万kW

1,110万kW

（万kW）

741万kW

FIT前導入量
231万kW

274万～
400万kW

61万kW

140万kW

RPS
127万kW

FIT前導入量
231万kW

58万kW
41万kW

46万kW
29万kW

295万kW

直近
（2018.9）

780万kW

FIT前導入量
231万kW

58万kW
41万kW

改正FIT法による
2017年度末からの
失効分 約400万kW
(うちパーム油240万kW)

一般木材等・バイオマス液体燃料の
FIT認定の内訳

（容量ベース）

(※)改正FIT法による
失効前は、３６％

燃料にパーム油等
を含むもの
23%(※)

燃料にパーム油等
を含まないもの

77%

うちPKS（パーム椰子殻）
を含むもの 54%

（出典）資源エネルギー庁
再生可能エネルギー大量導入・
次世代電力ネットワーク小委員会資料

バイオマス発電が抱える課題
（バイオマス発電のFIT認定の急増）
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事業の背景

・バイオマス事業は、長期にわたる安定的な原料調達や、熱・電気等
多様な需要先の確保など特有の課題があり、事業開始のハードルが高い

・バイオマスの活用がＦＩＴによる売電の取組に偏り、ＦＩＴ以外の取組
で持続可能な事業モデルを構築するのが難しい状況

・国民負担増につながるＦＩＴへの過度の依存を回避する観点から、実証事
業を実施して「事業モデル」を検証しつつ、その成果を反映したバイオマス
エネルギー利用に係るガイドラインの策定と事業継続が可能な方法論を公
開することで、バイオマスのエネルギー利用に係るコスト低減の道筋を示す

・本事業については、ＦＩＴ制度と歩調を合わせながら、実施していく必要があ
るため、ＦＩＴ制度を含めたエネルギー政策を所管する経済産業省でしか実施
することができない強みを生かし、「燃料の安定調達と持続可能性」、「地産地
消のマテリアル・エネルギー利用」、「電気と熱を併せたエネルギー利用」、「地
域の農林業・畜産業と合わせた多面的な推進」を図る、ＦＩＴ終了後も見据えた
民間主導型のバイオマスエネルギー事業モデルの構築を目指す

事業の目的

「バイオマスエネルギーの地域自立システム化実証事業」



・本事業のねらい

バイオマスエネルギーの利用拡大を推進するためには、熱利用等を有効に図り効率よく運用するとと
もに、地域の特性を活かした最適なシステム化が必要である。

このために、再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT）や補助金などに頼らないことを念頭
においた、バイオマスエネルギー利用に係る設備機器の技術指針、システムとしての導入要件を
策定し、これらにもとづいた地域自立システムの実証を実施する。
また、事業性評価（ＦＳ）や実証で抽出された技術課題の開発を実施する。

これにより、健全な事業運営を可能とする地域自立システムを確立し、バイオマスエネルギーの導入
促進に資することを目的とする。

「バイオマスエネルギーの地域自立システム化実証事業」
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（NEDO事業）バイオマスエネルギーの地域自立システム化実証事業
＜研究開発の内容＞

（１）バイオマスエネルギー導入に係る技術指針･導入要件の策定
• バイオマス種（木質系、湿潤系、都市型系、混合系等）ごとに設備機器の技術指
針を策定し、システムとしての導入要件を整理する。

（２）地域自立システム化実証事業
１．事業性評価（ＦＳ）

• 具体的なバイオマスエネルギー事業を計画されている事業者を公募し、技術指針･
導入要件に合致する事業者の事業性評価（ＦＳ）を実施する。

２．地域自立システム化実証
• バイオマス種(木質系、湿潤系、都市型系、混合系等)ごとに、ＦＳにおいて事業性
があると評価できた事業の実証事業を実施する。

（３）地域自立システム化技術開発事業
• 事業性評価(ＦＳ)や実証事業の中に技術開発課題が抽出された場合、必要に応

じて要素技術開発を実施する。
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地域バイオマス熱利用
フィールドテスト

バイオマスエネルギー
地域システム化実験事業

バイオマス等未活用エネルギー実証
試験事業

FIT制度(2012年7月～)RPS法

バイオマスエネルギー等高効率転換技術開発

技術開発

新エネ百選
2009年6月

バイオマスエネルギー
高効率転換技術開発

技術以外のシステムも重要

2003 20042002 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 20162001 2017 2018 2019 2020 2021

導入ガイドブック
(第4版)2015年9月

バイオマスエネルギーの
地域自立システム化実証事業

戦略的次世代バイオマスエネルギー
利用技術開発

実証事業

導入ガイドブック(第3版)2010年1月
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2001年(H13年)からNEDOで本格的にスタート

NEDOのこれまでの取り組み

導入要件・技術指針

第3版 2019年2月

導入要件・技術指針

2017年9月

第5版
(予定)

導入要件・技術指針
第4版 2020年6月

技開/FS/実証
1件/35件/7件
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・ NEDOは平成13年度よりバイオマスエネルギー関連の事業を実施してきている。

1 バイオマスエネルギー高効率転換技術開発 10件 平成13～17年度

2 バイオマスエネルギー等高効率転換技術開発 10件 平成16～24年度

3 バイオマス等未活用エネルギー実証試験事業 56件 平成14～21年度

4 バイオマスエネルギー地域システム化実験事業 7件 平成17～21年度

5 地域バイオマス熱利用フィールドテスト 26件 平成18～22年度

6 戦略的次世代バイオマスエネルギー利用技術開発 39件 平成22～28年度

7 バイオマスエネルギーの地域自立システム化実証事業 43件 平成26～令和2年

「バイオマスエネルギー地域自立システムの導入要件・技術指針(第4版)(2020年6月)」
を取りまとめることで蓄積した関連の情報を広く活用できるように取り組んでいる。

バイオマスエネルギー地域自立システムの導入要件・技術指針
(第4版)

2020年
6月

http://www.nedo.go.jp/library/biomass_shishin.html

NEDOのこれまでの取り組み



研究開発の目的

・バイオマスエネルギーの利用拡大を推進するためには、熱利用を 有効に図り効率良く運用する
地域の特性を活かした最適なシステム 化が必要である

・バイオマスエネルギー利用に係る個別技術の指針、対象地域が自立できるシステムとしての
導入要件の策定、これらにもとづいた実証事業と、抽出された技術課題の要素技術開発を実施
することで、バイオマスエネルギーの健全な導入促進に資する。

・再生可能エネルギーの導入は、政府が主導して取り組むべき課題のひとつとして
位置付けられている。

（NEDO事業）バイオマスエネルギーの地域自立システム化実証事業

（２-１）事業性評価（３５件）

（２-２）実証（7件）

（１）
導入要件/
技術指針の
策定

␟
گ
␠
ૼ
୒
৫
৅
হ
঵

（２）地域システム化
実証事業

NEDOで実施したFS、実証事業の知見や課題を「導入要件／技術指針」に反映し、
FITに頼らない地域で自立したバイオマスエネルギー利活用事業の展開を図っていく 26

全国ヒアリング調査

（２-3）技術開発（1件）
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年度

地域自立システム化
実証事業

技術指針・
導入要件の策定

に関する検討

地域自立システム化
技術開発事業

2014 2015 2016 2019 2020

FS③ FS④ FS⑤

FS⑥

更新
導入要件・技術指針の最新情報を反映した更新

（技術開発動向、原料流通量等の総合調査を含む)

ＦＳ 運転・改良設計・建設
FS①

2017 2018
Ver.3 Ver.4Ver.3

運転・改良設計・建設
FS②

実証 1件（1件）

運転・改良設計・建設

6件（21件） 2件（12件） 3件（6件 ）

6件（24件）

策定

Ver.2Ver.1Ver.0

5件（20件）

要素技術開発

今回公募
FS⑦

6件（13件）

実証 1件（2件）
設計・建設

随時ヒアリング、技術相談

都度反映 実証 2件

7件（10件）

1件（2件）

実証 3件

ステージゲート
審査

ステージゲート
審査

コンサル
ティング

採択件数（応募件数）

公募

公募

公募

事業性評価（ＦＳ）の結果、事業化において有望な案件に
ついて実証事業に展開
各事業の成果は技術指針・導入要件の策定にフィードバック。

（NEDO事業）バイオマスエネルギーの地域自立システム化実証事業
（FY2014~FY2020）＜全体スケジュール＞
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NEDOバイオマスエネルギー地域自立システムの導入要件・技術指針

NEDOではＦＩＴ制度に依存しない、長期的に持続可能なバイオマスエネルギー事業の実現を目指し、バイオマスエネルギー
導入に係る導入要件・技術指針 (現在第４版）を策定しました。このガイドラインは、 NEDOのWebサイトからダウンロード
することができますので、ご活用ください。
また、NEDOでは、この導入要件・技術指針に基づきバイオマスエネルギー地域自立システム化実証事業（FS・技術開発）を
実施しています。今後実証事業の結果を反映し、導入要件・技術指針をより実用的なものとしていきます。

【導入要件・技術指針 お問い合わせ先】
ＮＥＤＯ 新エネルギー部バイオマスグループ

044-520-5271 浅野、堀田

バイオマスエネルギー地域自立システム化実証事
業

【https://www.nedo.go.jp/library/biomass_shishin.html】



事業性評価（ＦＳ）
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2019.12.10時点 採択実績



実証事業

30

No.
事業
分類

事業内容 助成先

1
メタン
発酵系

地域から発生する多種類の混合系バイオマスを乾式メタン発酵技術により生産し
たバイオマスエネルギーを周辺地域との連携により利用拡大を促進するシステ
ムの構築を目指す事業。

(株)富士クリーン

2 木質系
地域で利用可能なバイオマス資源を収集し、既存工場にて珪藻土原料乾燥のエ
ネルギーとして利用するとともに、その余剰熱を利用する事業。

昭和化学工業（株）

3 木質系
岡山県倉敷市を中心とする広範囲な地域から発生する発電用木質バイオマスと
は競合しない夾雑物を含む建築廃材や低品位の木質バイオマスを燃料とするボ
イラーにてコンビナート内へ蒸気を供給する事業。

JFE環境サービス(株)

4 木質系
地域課題である竹を有効利用し、竹加工工場および、原料１次処理工場にORC
ユニットによる高効率熱電併給を行う事業。

バンブーエナジー（株）

5 木質系
チッピングロータリー車を活用し、林地残材の現地チップ化を行い、輸送すること
で効率的な木質バイオマス燃料化を検討し、林地残材集材システムを構築、チッ
プの安定供給を図る。

田島山業（株）

6
メタン
発酵系

堆肥化が困難な高・中水分の家畜ふん尿由来のバイオガスエネルギーを利用し
た酪農地域自立システムの構築を目指す事業。

阿寒農業協同組合

7 木質系 廃棄バイオマスを利用したクリーニング工場への蒸気供給事業の実証事業 （福）ウイズユー



実証事業 事例1:バンブーエナジー(株)

・地域課題である竹の有効利用
・ORCユニットによる高効率熱電併給

31

出典：NEDO研究評価委員会「バイオマスエネルギーの地域自立システム化実証事業」（中間評価）事業評価分科会 資料抜粋



実証事業 事例2：田島山業(株)

・林地残材(先端部、枝・葉)の燃料化
・チッピングロータリープレス車による作業効率化

32

出典：NEDO研究評価委員会「バイオマスエネルギーの地域自立システム化実証事業」（中間評価）事業評価分科会 資料抜粋



実証事業 事例３：阿寒農業協同組合
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出典：NEDO研究評価委員会「バイオマスエネルギーの地域自立システム化実証事業」（中間評価）事業評価分科会 資料抜粋



実証事業 事例３：阿寒農業協同組合

34

出典：NEDO研究評価委員会「バイオマスエネルギーの地域自立システム化実証事業」（中間評価）事業評価分科会 資料抜粋



実証事業 事例３：阿寒農業協同組合

35

出典：NEDO研究評価委員会「バイオマスエネルギーの地域自立システム化実証事業」（中間評価）事業評価分科会 資料抜粋



広報活動

Focus NEDO（第72号 2019年3月発行）

「地域と共生し、脱炭素社会を目指す！バイオマスエネルギー」と題した、特集を掲載、
日本語版・英語版のNEDO HP公開を通じた広報活動支援。また、ガイドライン概要版と共に
ワークショップ、技術相談時に積極的に配布するなどプレゼンス向上にも寄与。

36

ガイドライン概要版（第4版 2020年6月発行）
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①NEDOについて

②バイオマスエネルギーの地域自立研究開発の背景と目的

③地域自立システム化事業の取り組み検討ついて

④今後について



建材に不向きな残材・枝葉を燃料として
竹加工工場に熱電併給することで、マテリ
アル利用とエネルギー利用の両立を図る
ことの事業可能性を検証。

バイオマス発電の課題と対応

バイオマス発電は他の再エネ電源と異なり、発電の際に燃料が必要となる。このため、例えば、

コスト低減の観点からは、燃料費（バイオマス調達費用）がコストの大半を占める（木質バイオ
マス：燃料費が７割）中で、どのようにコスト低減の道筋を明確化していくかが課題であり、

長期安定電源化の観点からは、一般木材等・バイオマス液体燃料区分のFIT認定量が急増
（ＦＩＴ依存傾向→国民負担増）する中で、燃料の安定調達や持続可能性の確保が課題である。

効率的な林地残材集材システム及びチップの安定
供給体制の検討を通じて、地域の燃料供給・熱利用
システム構築の事業可能性を検証。

燃料の安定供給体制構築
（原料収集の低コスト化）の検討事例

（大分県日田市）

マテリアル利用と
エネルギー利用との両立を目指した
事業の検討事例（熊本県南関町）

＜木質バイオマス発電のコスト構造＞

出典：平成25年度木質バイオマス利用支援体制構築事業
「発電・熱供給・熱電併給推進のための調査」

＜課題＞ ＜現時点から行うべき対応＞

• どのようにコスト低下の道筋を明確化していく
か（木質バイオマスは燃料費が７割）。

• 地域や燃料により多様な課題を抱える中で、
いかに採算性の確保を図っていくか。

• 入札制の活用等による大規模発電を中心とした競争促進

• 地域の実情に応じて、燃料コストの低減や、熱電併給なども含めた収入源の多
様化を図る事業モデルを確立

• 輸入材利用を中心に認定量が急増している状
況にどう対処するか。

• どのようにして、燃料の安定調達と持続可能
性の確保を図っていくのか。

• 安定調達や持続可能性を確認するための認定基準に基づく厳格な確認

• 農林畜産業政策等の供給網構築支援と連携したエネルギー利活用の推進
（マテリアル利用も含めた地域内エコシステムの構築等）

（出典）資源エネルギー庁 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会資料を基に作成
38
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（出典）資源エネルギー庁 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会資料から抜粋

再エネ型経済社会の創造に向けて



40

（出典）資源エネルギー庁 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会資料から抜粋
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（出典）資源エネルギー庁 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会資料から抜粋

（参考）
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（出典）資源エネルギー庁 「林業・木質バイオマス発電の成長産業化に向けた研究会（第一回）」資料から抜粋

（再掲）



43（出典）資源エネルギー庁 「林業・木質バイオマス発電の成長産業化に向けた研究会（第一回）」資料から抜粋

・森林資源を無駄なく活用し、その利益を山側に還元することで、林業を産業とし
て復活させ、森林の再生や木材産業の振興を図る取組。
・これまで残置されてきた間伐材等の未利用材や木材加工施設から発生する製
材端材を活用し、大規模な木質バイオマス発電を行う。
（発電所建屋及びボイラー等の機械設備導入に地域未来投資税制を活用）
・プロジェクトの雇用創出効果は400人、20年間の経済波及効果は2次波及効
果まで含め500~700億円と、地域振興としての役割を担う。

●バイオマス発電の価値は、地域と共生した地域活用電源としての価値にあるところ、森林やエネル
ギーに特化した支援策だけでなく、地域活性化や中小企業の振興といった観点からの施策も積極的に活
用していく余地があるのではないか。
●例えば、地域未来投資促進法の枠組みの中では、約70の基本計画において環境･エネルギー分野の投
資を促進する方針が示されている。こうした基本計画に基づき、事業者による再エネ等の導入を目指した
具体的な事業計画が策定・承認され、更に課税特例の要件を満たした事業者は税制優遇等が利用できる。

（参考）関連する支援策の概要（地域未来投資促進税制等）
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ご案内

・ 本資料で示した実施例はあくまで参考であり、公募を実施する場合の
要件とするものではありません。

問い合わせ先

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）
新エネルギー部 バイオマスグループ 古川、浅野

FAX：044-520-5276
神奈川県川崎市幸区大宮町1310 ミューザ川崎セントラルタワー18Ｆ

本事業の内容及び契約に関するお問い合わせは、
公募期間内を除き、基本的に問合せフォーム又はＦＡＸにて受け付けます。
（必要に応じて、直接御面会での技術相談も受け付けます）



ご清聴ありがとうございました。
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www.nedo.go.jp


